
お 知 ら せ 

 

朝霞市最低制限価格制度について 

 

 

 

本市で行う競争入札において適用される最低制限価格の算定方法は、以下のとおりです。 

引き続き、本市の入札契約制度へのご協力をお願いいたします。 

 

適用案件 

①建設工事のうち競争入札による案件 

②建設工事に係る設計、調査及び測量業務のうち競争入札による案件 

③業務委託（建設工事に係る設計、調査及び測量業務を除く。）のうち競争入札による案件 

 

 

 

 

対   象：　予定価格が１３０万円を超える建設工事 

算定方法：  最低制限価格は、次の（１）～（４）の合計額に１，０００円未満の端数を切り捨てた額に消費税及び 

地方消費税相当額を加算した額とします。 

算定した額が予定価格の下限額に満たない場合は、その下限額を、上限額を超える場合は、その 

上限額を最低制限価格とします。 

 

[上限額]　予定価格に９２％を乗じた額 

[下限額]　予定価格に７５％を乗じた額 

 

【算定式】 

（１）　直接工事費　×　９７％　（１円未満切り捨て） 

（２）　共通仮設費　×　９０％　（１円未満切り捨て） 

（３）　現場管理費　×　９０％　（１円未満切り捨て） 

（４）　一般管理費　×　６８％　（１円未満切り捨て）　 

　　　　　　　　　　　　 

　　　 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ⓒむさしのフロントあさか 

令和７年４月１日以降に入札公告、指名通知を行うものから適用となります。

①建設工事のうち競争入札による案件(総合評価方式を除く。） 



 

 

 

 対 象：  予定価格が 50 万円を超える下表に掲げる業務委託 

 算定方法：　 最低制限価格は、下表の業務区分の種類ごとに予定価格の算出の基礎となった同表のアからエ 

の欄に掲げる額（１円未満切り捨て）の合計額（１，０００円未満切り捨て）に消費税及び地方消費税 

相当額を加算した額とします。ただし、その額が予定価格の下限額に満たない場合は、その下限額 

を、上限額を超える場合は上限額を最低制限価格とします。 

 

 

 

対  象：　予定価格が１３０万円を超える建設工事 

 

対 象：  予定価格が 50 万円を超える次の業務委託 

対象案件:　 

（１）土木施設維持管理業務 

（２）建築物管理業務 

（３）清掃業務 

（４）警備業務（機械警備業務を除く。） 

（５）施設設備の保守点検又は管理運転に係る業務 

（６）　（１）から（５）に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

算定方法：  最低制限価格は、予定価格に１０分の６を乗じて得た価格（その額に１，０００円未満の端数がある 

場合は、その端数を切り捨てた額）に消費税及び地方消費税相当額を加算した額を下回らない額と 

します。 

 

[担　当] 

朝霞市総務部契約検査課入札契約係 

電話　０４８ー４６３ー２４８８（直通）

 業務区分 ア イ ウ エ 上限額・下限額

 
測量業務 直接測量費の額 測量調査費の額

諸経費の額に１０分

の５を乗じて得た額
―

上限額）予定価格の８２％ 

下限額）予定価格の６０％

 
建築関係の建設コンサル 

タント業務
直接人件費の額 特別経費の額

技術料等経費の額に

１０分の６を乗じて

得た額

諸経費の額に１０分

の６を乗じて得た額
上限額）予定価格の８１％ 

下限額）予定価格の６０％  
土木関係の建設コンサル 

タント業務
直接人件費の額 直接経費の額

その他の原価の額に 

１０分の９を乗じて

得た額

一般管理費の額に 

１０分の５を乗じて

得た額

 

地質調査業務 直接調査費の額

間接調査費の額に 

１０分の９を乗じて

得た額

解析等調査業務費の

額に１０分の８を乗

じて得た額

諸経費の額に１０分

の５を乗じて得た額

上限額）予定価格の８５％ 

下限額）予定価格の２/３

 
補償関係コンサルタント 

業務
直接人件費の額 直接経費の額

その他原価の額に 

１０分の９を乗じて

得た額

一般管理費の額に 

１０分の５を乗じて

得た額

上限額）予定価格の８１％ 

下限額）予定価格の６０％

②建設工事に係る設計、調査及び測量業務のうち競争入札による案件

③業務委託（建設工事に係る設計、調査及び測量業務を除く。）のうち競争入札による案件


